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1．世田谷区の概況 

面積：５８．０８㎢  

人口：８５７，７３７人 

   （２４年４月１日現在） 



2 

1．世田谷区の概況 

５つの地域  
↓ 

 総合支所 

２７の地区  
↓ 

 出張所・まちづくりセンター 

地域行政制度 （本庁‐地域‐地区の三
層） 
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２．災害時要援護者の概数 

要介護高齢者 

  
障害者 

 

妊産婦 
 

難病患者 
 

外国人 
 

乳幼児 
 

128,000人 
※人数は百の位を四捨五入 

22,000人 

8,000人 

15,000人 

41,000人 

7,000人 

35,000人 
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３．要援護者支援対策における基本的考え方 

発災直後の安否確認、避難誘導においては、 

家族等第三者の支援がなければ避難が困難な最重度の者を優先。 

発災直後 

展開期 

避難所や在宅における避難生活の支援においては、 

支援の対象範囲を広げ、介護事業者やボランティア等との連携も 

想定した支援体制づくりを検討していく。 

主に地震災害を想定 
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４．災害時要援護者リスト対象者 

 

対象者数 約８，０００人 

 主に発災直後の安否確認に活用することを想定 

①要介護４又は５の方 

②要介護３で、ひとりぐらし又は高齢者のみ世帯の方 

③身体障害者手帳１級で、次の種別に該当する方 
 （視覚、四肢、体幹、半身、両下肢、片下肢、移動、聴覚） 
 ※聴覚は２級まで 

④愛の手帳１度又は２度の方 
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５．リストの配備・外部提供 

警察 
消防 

出張所 

まちづくりセンター 

町会・自治会 

民生委員 

関係機関共有方式 同意方式 



7 

(１)協定締結 

６．町会・自治会への名簿提供 

◇名簿の作成及び提供 

◇名簿に登載する要援護者の情報 

◇助けあい活動の概要（例示） 

 平常時・・・顔合わせ、マップ・支援プラン作成等 

 災害時・・・安否確認、危険情報・避難先の伝達等 

◇名簿管理責任者の届出（個人情報の保護） 

                      など 

町会・ 

自治会 協定書 
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(２)名簿作成・提供の流れ 

町会・ 

自治会 

③名簿提供 

６．町会・自治会への名簿提供 

対象者 

①名簿登載の同意確認 

②同意者のみ名簿に登載 

民生委員 

④訪問・顔合せ等 
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(３)名簿の様式 

６．町会・自治会への名簿提供 
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７．モデル事業の実施 

大蔵住宅自治会 

玉堤町会 

モデル地区 
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取組みの概要 

７．モデル事業の実施 

ワークショップの開催 
1 

要援護者宅への訪問 
2 

避難訓練の実施 
4 

個別支援カードの作成 
3 

反省会の開催 
5 
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自治会員のほか、あんしんすこやかセ
ンターや福祉・介護事業者等も参加 

被害想定や要援護者支
援の必要性を共有 

地図を使った図上演習を
実施 

個別支援カードの記載
項目や避難訓練のメ
ニューを検討 

７．モデル事業の実施 

１．ワークショップの開催 
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事前に要援護者宅へあ
いさつ文を送付 

民生委員等といっしょに
２人以上で訪問 

地域の行事案内などと
兼ねて訪問するのもよい 

７．モデル事業の実施 

２．要援護者宅への訪問 

 

あいさつ文のサンプルは区のホー
ムページに掲載しています。 
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２種類のカードを用意す
る 

支援担当者用は、本人
や家族の聞き取りをもと
に少しずつ書き込む 

要援護者用は、本人・家
族に記入をお願いする 

７．モデル事業の実施 

３．個別支援カードの作成 

支援担当者用 

要援護者用 

 

カードのサンプルは区のホーム
ページに掲載しています。 
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安否確認 

個別支援カードを使った
安否確認 

要援護者宅から避難所
までの避難誘導 

消防署、福祉・介護事業
者、近隣の大学などに協
力を依頼 

７．モデル事業の実施 

４．避難訓練の実施 

安否報告 

避難誘導 

反省会 
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避難経路等の再確認、
危険箇所等の共有 

安否確認や避難誘導時
の反省点 

今後の取組み方針や体
制づくりに向けた検討 

７．モデル事業の実施 

５．反省会の開催 
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持ち運び便利なA５版の
ポケットサイズ 

モデル事業の経験・成果
を踏まえて作成 

要援護者名簿を活用し
た様々な取組みを紹介 

８．『災害時要援護者支援の進め方』 

要援護者支援のガイドライン 
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９．協定締結状況 
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当年度

前年度まで25団体 

14団体 

平成２４年４月現在 

42団体 

61団体 

49団体 
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１０．要援護者支援体制の拡充に向けた課題 

受援力の強化 

様々な地域資源の発掘・
活用 

二次避難所施設の拡充、
開設運営体制の強化 

町会・自治会の加入率
低下、役員の高齢化 

避難所での支援体制 

要医療者への支援 

在宅被災者への支援 

二次避難所の不足 関係機関との連携強化 

協定締結団体への支援 

＜ 課題 ＞ ＜ 対応の方向性 ＞ 

協定締結団体数の拡
充 

協定未締結団体への働
きかけ、普及・啓発 
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１１．要援護者支援体制の拡充に向けた重点取組み 

（１）アドバイザー派遣事業 

活動に関する様々な相
談に応じます 

活動を進める上でのヒン
トや工夫を提案 

モデル事業受託事業者
に委託 
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（１）- ２ アドバイザー派遣事例 

自治会の防災訓練のメ
ニューを提案 

近隣の大学生、保育園
も参加した多世代交流
訓練 

在宅被災者を想定して
飲料水等の物資を配付 

１１．要援護者支援体制の拡充に向けた重点取組み 
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（２）介護事業者との連携強化に向けた取組み 

介護事業者連絡会とのワーキンググループを設置 

展開期の避難生活支援
における役割分担 

発災初動期における安
否確認・情報連絡手順
の整理 

図上演習を通して検証 
展開期におけるアセスメント経路図（案） 

１１．要援護者支援体制の拡充に向けた重点取組み 
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（３）二次避難所（福祉避難所）の開設・運営体制の強化 

図上演習等を通した 

マニュアルの検証 

指定施設へのアンケート
調査・ヒアリング調査の
実施 

指定施設の拡充に向け
た働きかけ 二次避難所（障害者施設）図上演習 

１１．要援護者支援体制の拡充に向けた重点取組み 
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（４）災害時要医療者への支援 

災害ボランティアセンターと区の情報連絡手順の整理 

（５）ボランティア受入・派遣体制の強化 

一般ボランティアと専門ボランティアの受入・派遣手順
の整理 

関係各課による災害時要医療者支援連絡会を設置 

都の在宅人工呼吸器災害時支援指針に基づく個別支
援計画の策定 

１１．要援護者支援体制の拡充に向けた重点取組み 




